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人事考課への AHPの応用について

本告光男，金指正和・小田哲久

An Application of the AHP 

to the Merit Rating 

島1itsuoMOTOORI， Masakazu KANEZASHI and Tetsuhisa ODA 

The result of the merit rating of an employee is used to determine not only his wage but also 

his task and role in his workshop. These will a百巴ctboth the morale of the employee and the 

productivity of the workshop. Merit rating， therefore， is one of the most important job in any 

company， and every personnel should b巴 accuratelyand fairly evaluated his ability and perfor-

mance. However， the merit rating is not an easy task for managers， because of the di侃cultyof 

multifaceted evaluations of a person's ability and performance in his task 

In some case， e.g. marketing or production department， the performance of an employee may 

not be so di伍cultto be evaluated if his own sales proceeds or production quantity are available. 

On the other hand， in the indirect department， it will be very difficult for he managers to evaluate 

an employee's performance. Because， the performance of the indirect labour are measured by 

some qualitativ巴items，such as the responsibility to his job or ability to train his stu百members，

which are difficult to be rated on the quantitative scales. 

AHP (Analytic Hierarchy Process)， which was developed by T. L. Saaty， is one of most 

successful methods to solve such a qualitative decision making problem as an energy evaluation 

system or an investment planning system. In this paper， fundamental methodology to apply AHP 

to the merit rating is proposed， since the merit rating is one of the typical qualitative decision 
maping problem 

1.はじめに

127 

人事考課は，いづれの職場においても，その管理職に

義務づけられた難かしい仕事のひとつである。人事考課

の評定結果は賞与，昇給，昇格の決定に用いられるだけ

でなく，人材の育成や能力開発，適正配置のための資料

とされるため労務管理においてきわめて重要な役割をは

たす。それだけに，人事考課は適確に，また公平に行な

われねばならない。

人事考課は職員の業績評価と適性評価に分けられ，通

常年 1回づっ行なわれる。業績評価は，販売部門におけ

る販売量，直接製造部門における生産量のように，業績

や職務遂行能力を計測するための定量的尺度がある職場

では比較的やりやすいであろう。これに対して，間接部

門や管理部門のように，統率力，折衝能力，計画力，部

下育成能力など定性的にしか評価が行なえぬ部門があ

る。このような職場における人事考課に対しては， I考課

基準が不明確J，I考課結果の納得性が低いJ，I考課の仕

方に個人差がある」などの不平や問題点が指摘されてい

る。このような問題点を克服するために，現在までにさ

まざまな人事考課の手法が用いられているが，まだ信頼

するにたるものは登場していないと云っても過言ではあ

るまい。そのために人事考課の正式の手順によった場合

の種々のトラフツレを防ぐために，裏手)1慎とも云うべきも

のが作られ公然と行なわれているのも事実である。この

ような実態のなかで多くのあいまいな評価基準で多様な

個性をもっ人聞を評価し，総合的にこうだと決めつけ，

それを給与や賞与あるいは昇格に反映させることは実に

難かしいことであるト九

そこで，本報告では，近年注目を集めている AHP

(Analytic Hierarchy Process)を人事考課に適用する

ことを考える。 AHPはピッツパーグ大学の T.L. Saaty 

教授の開発した手法で，定量的に計測できない目的関数

や制約条件をもっ諸問題の意志決定に有効な手法であ

る5)ーへたとえば，複雑な状況下で，いくつかの代替案が

考えられているのに，いろいろな評価規準があり，それ

らの聞には共通の物差しがない， といったときに，何ら

かの重みづけをする必要が生じる。 AHPでは重みづけ

の基礎として，意志決定者の経験や主観的な判断を生か
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図式評定尺度法

評価要素 着 眼 占 考 課 尺 度 ウェイト 評点 ぷ口込圭ロt

10 8 6 4 

業務上必要な知識

知識 業務知識に精通必要な知識を やや欠ける ほとんど知

を持っている程度 している よく身につけ ところがあ らない

ている る

仕事や業務上の規 きわめて複雑なやや複雑な仕時々正しい ほとんど理

理解力 則，指令等を正し 仕事，指令でも 事，指令でも 理解ができ 解できない

く理解する能力 正しく理解でき 正しく理解で ない

る きる

適切な半断を下し きわめて複雑な相当複雑な仕時々判断を ほとんど正

判断力 正しい結論に導き 仕事に対しても 事でも正しい誤ることが しい判断が

うる能力 適時適切な判断 判断をする ある できない

をする

L 

仕事にあきること きわめて熱心に熱心に仕事に時々あきる 仕事にまつ

熱意 なく熱心に取組む 仕事と取り組む 従事している ようなこと たく熱がな

度合い がある くあきっぽ

し、

図 l 人事考課表の例

せるとし、う特徴がある。

AHPを人事考課に適用することにより，

(1) 被考課者を評価がより簡単な一対比較により評価

できる。

(2) 評定者が評価項目の重みづけの整合性を正しく判

断できる。

ため，評定者の被考謀者に対する弁別能力にかかる負荷

が減り，従来の人事考課の手法の欠点の可成りの部分を

取りのぞくことができるものと思われる。

2.人事考課の諸問題

2.1 人事考課法

人事考課 (MeritRating)は，第一に，部下である職

員の評価期間中の企業に対する貢献度を適正に評価し，

その結果を賞与，昇給，昇進，昇格などの労働条件，処

遇面に反映させること。第二に，部下が現在担当してい

る仕事を遂行する能力がいかに伸びているかを判断し，

企業にとって望ましい人材の育成，能力開発，動機づけ

を行なうこと。第三に，部下の職務遂行能力や適性，長

所などを把握し，各人の能力発揮に最も適した職務配置

を行なうための資料とすることを目的として行なわれて

いる。それゆえに，人事考課の結果は従業員のモラーノレ

(morale，士気〕や職場の生産性に直接影響を与えるた

め，人事考課にあたっては適確に，公平に評価が行なわ

れる必要がある。

現在までに様々な人事考課の方式が採用されている

が，大別すると以下のようになる。

絶対考課法 減点法，執務基準法，成績評語法，人物

評語法，プロブスト法，強制択一法，図

式尺度法，評語考課法 etc

相対考課法 相対比較法，人物比較法，分布制限法，

成績順位法 etc

このうち，最も多く採用されている図式評定尺度法は

図 1に示すような人事考課票が用いられている。

2.2 人事考課の問題点

さまざまな人事考課方式が考案され，採用されている

が，必らずしも適確に評価が行なわれているわけではな

い。人事考課の結果に対して， r考課基準が不明確j，r考
課の仕方に個人差があるj，r考課結果の納得性が低L、j，

「考課項目が実情に合わなし、j，r考課結果に差がなL、j，

「第一次考課結果と第二次考課結果の差が大きすぎるj，

「単なる点数づけに終っているj，r考課と関連した昇格

教育システムが不備であるJなどの問題点が指摘されて

いる九人事考課の評定結果に対するこのような不平や問

題点を生じさせる原因を一般に評定誤差 (error)と呼ん

でいる。誤差と訳さず，エラーと云った方が理解しやす
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いように思われるので，以後では評定誤差を評定エラー

とし、うことに-tる。

本来，評定者の主観的判断によって評定が行なわれる

以上，ある程度の評定ェラ は止むを得ないが，評定者

が無意識のうちに生じる評定エラーと，ある程度意識し

て生じる評定エラーがある。

(1) 無意識に生じやすいエラ ，即ち，評定結果に表わ

れる評定者の心理学的傾向として，

① ハロー効果

② 過大評価

③ 寛大化傾向

④ 中央集中化傾向

⑤ 一一二極化傾向

⑥ 論理的誤差

⑦ 近接誤差

⑧ 対比誤差

などが指摘されている。また，

(2) ある程度意識して生じる誤差として，

① 無責任型誤差

② 逆算割り付け型誤差

③ 感情的あるいは自己防衛的誤差

などが指摘されている。

後者の意識的誤差は，人事考課の公平性の見地から，

絶対に排除されるべきであり，また排除は可能である。

これに対して，前者のエラーは，評定者が無意識である

ためか，常に問題点に指摘されているにも拘らず，いっ

こうに改善されていない。

本報告では，これらのエラ が生じる原因を考え，そ

の対応策を考え， AHPを適用した場合， これらのエラ

のうち，いくつかは解消できるのではないか， と考え

た。以下に評定エラ が発生する原因と対応策について

述へてみる。

2.3 評定エラーとその対応策

ハロー効果とは印象効果ともいわれ，ある一面が特に

優れていると，その部分的印象だけで全体的印象を形成

してしまう誤まりである。逆に，全体的印象に対する先

入観で部分的特性までもみてしまう誤まりである。諺の

「坊主憎けりゃ，袈裟まで憎し」にある如く，古今東西

誰れて、も犯しやすいエラーである。これに対し，論理的

誤差は，記憶力の強い人間は理解力，判断力が高いとか，

深い専門知識をもっ人間は職務知識もよく身につけてい

るなどと結ひつけてしまうエラ である。論理的エラー

とハロー効果はよく似ているようだが，ハロー効果の場

合，ある特定の人物についてのみ評点をよくするエラ

であるが，論理的誤差の場合には特定の人物に限定され

ず，関連するいくつかの評定要素間に誤った評価が行な

われる特徴がある。

近接誤差も前価者の陥L、りやすいエラーで，たとえば，

考課票の「表現力」と「企画力」の二つの要素が並んで

いたとすると，表現力と企画力に強い相関関係があると

考えた考課者は，両要素を同じように高い評価にしてし

まう。また，時間的に近接していることにより生ずるエ

ラーのことを指す場合もある。たとえば，非常に優秀な

人物の直後に評定された人物の評価は実際よりも低くな

ったり，逆に，非常に劣る人物の直後に評定された普通

の人物が優になったりする。

以上の評定エラーは学生の評価をする場合，常に発生

しているエラーでもある。これらのエラ が発生する原

因はどこにあるのであろうかり

我々は，最大の原因は評価方法にあると考える。一般

に，人事考課を行なう場合は， 1人の被考謀者に対して，

理解判断力，統率力，責任感などの評定項目各々につい

て5段階評価で絶対評価を行ない，各評価項目にウェイ

ト付けして総得点を与え，次の被考課者の評定へ移行し

てゆくであろう。従って，統率力があるから即ち責任感

があると思ってしまう論理的エラーや近接エラ が発生

する。また，被考課者に対してもつ全体的印象から，統

率力，責任感などすべてを高く評価してしまうハロ 効

果も起こりうる。我々が，試験を採点する場合も一人の

学生の採点が終ってから次の学生の採点に移る評価方法

をとっているはずである。しかし，ハロー効果，論理的

エラーなどを防止するためには， 1つの評価項目，たと

えば，理解判断力だけについて評定を進め，部下全員を

理解判断力だけについて評定し終えたら，次の統率力に

移行する評価方法をとる必要がある。

次に， 5段階あるいは10段階評価などの絶対評価の問

題である。定量的尺度のない評定項目に対して絶対評価

をすると，部下一人ひとりの人事考課結果も，部下全員

の結果も平均に近つけてしまう傾向， liPち，中央集中化

傾向が表われる。このことは，多くの心理学的実験でも

実証されている。著者の一人も体験したことであるが，

デパ←トでソファーを選ぶときに，座りごこちについて

はどのソファーも可も無し不可もなし といった評価に

なってしまう。しカミし， Iこのソファ-?土，あのソファー

に比べるとや L良し、」程度の比較はできる。つまり，

対比較は比較的正確に行なうことはできる。人事考課に

おいても中央集中化傾向を防ぐためにも，絶対評価では

なく，一対比較法が用いられるべきである。

AHPは，一対比較をくり返し行なうことにより絶対

評価が得られるユニークな手法である。
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3固 AHPによる人事考課の手順

口人の被考課者 P1，p" ー一 Pnを， m{同の評価項目

rl， r2， •.•••• rmについて評価し，各評価項目が企業の方

針に関して， どの程度寄与しているか，Jlllち，各評価項

目のウェ千トを1食言すし，積和による総合評価を行なうこ

とを考える。

(手順 1)第 l次評価

評定者(諜@係長〕はm個の評定項目の各々につき，

一対比較により部下のスコアを求め，図 2のような評価

行列 A" l= 1， 2， ーー mを作成する。行列 A，の第

( i， j)要素 aijは次のことを意味している。

『被考課者 P，は評価項目 tに関して P，よりもむだけ

相対的に優ぷてじる芝思われるJ。盆来の評価法が評定項

目fに関して被考課者を絶対的に評定するのに対して，

相対的に一対比較を行なうところが大きな相違点であ

る。この段階では，各被考謀者の評定項目 Jに対する絶

対的評価〔絶対的スコア〕は未知である。

要素 aij(相対的スコア)は評定者の主観的判断により，

次の 7段階で決定する。

被考課者 P，と Pjを相対的にみて，

同程度 ー •••. aij二 l

P，がや L良L一一 aij= 3 

P，がかなり良しいー aij= 5 

P，が極めて良いー -ao= 7 

上記の中間と思うーー aij二 2，4，6

とする。 aijの意味から， aljは当然 lである。また， a!j士

l/aj'とする。〔手順 1)では評定者は， 1つの評定項目

につき n(n~1)/2 闘の一対比較を行うことになる。

(手 11原2)絶対的スコアの計算

行列 A，の最大同有値 λtおよび λパこ対応する悶有ベク

トノレ ω'=(ωlt，臼21- ¥ ωnりをヘキ乗法などで求め，

ヱ:Llω'=1となるように正規化しておく。

ベクトノレザ， 1二 1，2，"・ mは評定項呂 Jに対す

る絶対的スコアとなる。 ωtの第 1要素 ωfは評定項円 J

について，全体を 1としたとき，被考課者 P，は絶対的に

ω だけ貢献したことを表わしている。また，相対的には

P，は Pjよりも ω，'/ω だけ高く(低く)評価されたことに

なる。

従来法が第 l次評定で，最初からいきなり tを5段階

程度で絶対的評価をしているのと大きく異なっている。

(手11煩3)整合性のチェック

相対的スコア aijの整合性を検討する。相対的スコア

ajjの整合併とは， とんな i，j， kについても，

ajk ~ akj二 ajj

が成立することである。換言「れば， "P，がれよりも良

P 1 P 2 P3 . . . • • Pn 

P1 
a12 a13 a1n 

P 2 
l/a12 1 a23 a2n 

P3 
l/a13 l/a23 i a3n 

F l/a1 可 n l/a2内 n l/a3n 園 . ..  1 
n 

図 2 評価行列 Af!

く， Pkは Pjより良いならば， P，は Pjよりも良い"が成立

することである。

行列 A，の各要素の整合性の目安は，整合性指標(Con.

sistency Index)， ctによって次のように計算する。

C，二 (λ ， ~n)/(n~l)

ここで nは行列 A，の次元， λtは最大固有値である。

Saatyにより C<O.lのときは，行列 A，の各要素間に整

合性があると判断してもよいことが示されている。

C，>O.lのときは整合性なしと判断して， (手順 1)へ戻

り， 対比較から再検討し直す。評価行列島の要素のう

ち，との要素がまちがっているために A，の整合性が失な

われたかを判定するのは容易である。

まず，手順 2て、求めた絶対的スコア ωtの要素 ω の大

きい順に被考課者を順位づけ，その順位に対応して行列

A，の行と列を並び変える。並び変えられた行列を A" そ

の要素を亘ij，i = 2， 3，"・ n，Jニ i十 1，ー.....， n iこ

は次の関係が成立する筈である。

(a) i > j > k なら亘"壬亘'k

(b) i > j > k なら亘ik~ 亘Jk

(c) aij詮 1，for all i > j 

なぜならば， A，の行，列は絶対的スコアの大きい11債に並

べられた被考課者が対応しており， i > j > kならは P1

は Pjよりも相対的にふJだけ良く， P，は Pkより亘hkだけ艮

く， Pjは Pkより良いので，亘ij三五3ikで、なければならない。

また，逆に Pkは Pjより劣るが， P，と比べると更に劣るの

で，亘'k孟亘jk，となる。

また，互tの上三角部分に対しては i> Jであるから

P，>Pj，従って孟"主主 lが常に成立しなければ矛盾であ

る。

上記(a)~(c)を満たさぬむに対応する P，と Pj について

の一対比較を行い aijを訂正して A，を求め直し，手順 2

へ移る。

(手順 4)第 2次評価
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図 3 評価行列B

部長以上のトップは，企業の方針に関して各評定項目

がどの程度の重みをもつべきかを決定するために，上述

の手JI煩lから手順 3と同様にして各評定項目のウェイト

を次の手順で求める。

〔手順 4-1)評定項目の一対比較を行ない，図 3の

ような (mxm)行列Bを作る。

Bの(i， j)要素 blJは“評定項目 r，(例えば，折衝

力〕は，企業の方針(例えば，人材育成〕に関して，評

定項目 rj(例えば，責任感〕と比較してどの程度関係が深

いか"を表わす相対的スコアである。 bijの与え方は ajjと

同様で， r，が rjに比べ同程度なら1.やふ関係が深いと思

われるとき 3，かなり関係があると思われるとき 5など

と与える。 bijの定義から，当然bll=1， bij=l/bj;と与え

る。

〔手順 4-2) Bの最大固有値目および aIこ対応する

固有ベクトノレUを求める。 Uの第 i要素 U，は，たとえば

U，=0.2のとき，“評定項目 i(例えば，折衝カ)は，企

業が人材を評価するうえで， 20%の重みをもっている"

ことを表わす表わす絶対的スコアである。

(手順 4-3) 

整合性を検討し，整合性があれば手11贋5へ行き，なけ

れば手順 4-1へ戻る。

(手11煩5)総合評価

Uとω1 l = 1， 2，…・・， mの積和により，総合評定ベ

クトノレ s=(s" S2， ..一， Sn) を求める。

S， wi wl 

S2 w~ wl 
= U， +U2 +U3 

sn wri w~ 

wl wT 

w雪wl 
+......+Um 

w~ wn' 

(手順 6)部門間の微調整を行なう

4.数値実験

AHPを人事考課に適用することにより，適確な評価

が行なえるか否かを検証するために実在の人物で人事考

課を行った。

考課対象者はキーマンと呼ばれる人達で，職務，職制

により各人の業務の内容が少しづっ異なるため，各業務

を代表して特に目立つ人物，即ち，最も良く知られてい

る人物A~G7 名を選んだ。第一著者が最近まで所属し

ていた企業で、は，評定項目として以下の10項目に関して

考課を行っている。

r，=理解判断力 r2=統率力

r3=積極性 r4=責任感

r5=知識 r6==折衝力

r7==計画力 r.=上長補佐

乃=部下育成 flO=部下評価

図 4 人事考課の階層構造
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P1 Pz P3 P4 P5 P6 Pi 

A11; B11; じ11; D11; ElI" F11; G1t 

P1 Ali: 司; 1/5 1/5 1/7 3 1/7 1/ヨ

P2 B1e 1/5 7 1/5 1/3 

P3 じよt 1/5 7 1/5 1/3 

PI~ D1( 9 7 3 

P5 E1t 1 1/9 7 

P6 F 1t 

P~ G11; 

図 5 Al:理解判断力 (rl) についての評価行列

P， P2 P3 P4 P5 P6 P7 

ALt IH(. 仁1( fH(; EJC; Fl(. (;1(: 

P1 Al( 1 3 3 1 7 l 1/2 

P2 Bl¥ 1 1 1/3 5 1/3 1/2 

P3 じ1( 1 1/3 5 1/3 1/2 

P4 Dl( 1 7 1 1/2 

P5 El(; 1 1/7 1/9 

P6 FLC: 1 1/2 

P7 (;1¥. 1 

図 6 A，:折衝力 (r，)についての評価行列

AHPを適用する場合，最終的な目標である総合評価，

各評定項目，各考課者の関係を図 4に示すような階層関

係に整理する。

次に，手順 1に従って一対比較により行列 A" l = 1， 

2，…一回， 10を求める。紙面の都合上， A1(理解判断力(rl)

に対する評価行列)およびA，について図 5，図 6tこ示す。

手順 2に従って A，に対する最大固有値 λtおよび固有

ベクトノレ ω，，= 1， 2， ....・， 10を求めると図 7となる。

手11原3に従って各 A，の要素の整合性を検討する。整合

性係数 C，をみると， C1， C" C，が大きし整合性がない

と考えられる。

そこで，どの要要素が誤まりであるかを見つけるため

に，行列 A1の行と列を固有ベクトノレ ωlの要素の大きい

11原に対応して並び換えると図 8が得られる。図 8でO印

を付した要素評定エラーが生じている。これらの要素に

ついて一対比較をやり直す。 Al，A" A，について一対比

較をやり直した結果，得られた固有ベクトノレ ω1ω，ω3

を図 9に示す。

手11原41こ従って行列B (図10)および最大固有値 a，

固有ベクトノレUを求める。

最後に，手順 5tこ従って総合評価を行なうと，図11に

示す総合得点ベクトノレSが得られる。ベクトノレSが示す

λ1=10.857 λ，=8.135 入ョ=9.039 入毎=7.254 λ，=7.565 

.041 .235 .021 .157 .036 

.107 .112 .023 .口68 .075 

.107 .106 .034 .口68 .080 
ω，= 1.277 ω'= .149 ω'= .430 ω'.丘 191 ω5= .309 

.086 021 .298 .024 .020 
277 .173 .144 .348 .309 
.106 .202 .050 .143 .173 

C1=0.642 C2=0.189 C3=0.339 C4=0.042 C5=0.094 

入，=7.236 λ，=7.518 入，=7.326 入，=7.768 λ10=7.775 

.184 .117 .181 109 

.082 .061 .053 .069 .074 

ω6毎 E!.018824 ω'= 
.061 
.309 ω'= 

.053 

.189 ω'= 
.069 
258 W1D"" 

033 
.315 

.023 .037 .021 .023 .022 

.184 .225 .344 .317 .315 

.262 .191 .160 .155 .125 

C6=0.039 C7=0.086 C8=0.054 C9=0.128 C1O=0.129 

図 7 最大固有値，闘有ベクトノレ，整合性係数

p' p. p' p' pl p' p' 

1 D氏 F氏 G氏 C氏 A氏 :B氏 :E氏

p' D氏 l 1 3 5 7 ⑤ 9 

p. F氏 l 3 5 7 ⑤ 9 

p' G氏 l 3 5 ③:@ 
p' C氏 1 ⑤ 1 7 

pl A氏 1 : @ : 3 

p' B氏 1 3 

p' E氏 1 

図 8 A1 :並び変えた行列

λ1=7.309 

C1=0.051 

.041 

.041 

.086 

ω1=1.321 

.022 

.321 

.165 

図 9

λ2=7.318 

C2=0.053 

.318 

.149 

.041 

ω2=1.076 

.022 

.076 

.318 

λョ=7.313

C3=0.052 

.037 

.158 

.075 

ω3= 1.316 

.021 

.316 

.075 

総合得点は各被考課者A~Gの人物評価を極めて適確に

表わすことがわかった。

5.結論

現行の人事考課法では，評定項目間のウェイトづけが

不明確であること，評定エラーが恒常的に発生する問題

が常に指摘されているにも拘らず，いっこうに解決され

ていない。

本報告では，人事考課にAHPを適用することにより，

評定者の弁別能力にかかる負荷が少なくてすむだけでな
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)'1 )'2 )'3:)'4 )'5γ6 )'7 )":)'9 )'10 

理解 i統率 i積極責任知識 i折衝 J計画上長!部下 i部下

判断 i力 j性 l 感 i 力 j 補佐 l 育成:評価
α二 10.110

1 2 2 1 2 3 3 3 : 5 : 5 1961 

1 1 ~ 1 2: 2 2 4 4 1164 

1 ~:1 2 2 2 4 4 1164 

1 : 2 3 3 3 5 : 5 1961 

1 2 2 : 2 4 4 1164 

U二

1 : 1 y:i y:i 0671 

1 : y:i y:i 0671 

1 y:i % 0671 

1 1 0287 

1 0287 

図10 企業方針
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2 )中村謹吾 人事考課の実務知識， 日本実業出版社，

昭和56年。.0739 6 3 )日本リグノレ トセンター資料 人事考課に関する実

I 84 一0.2341 2 
態調査報告，昭和55年

4)関西経営者協会ー人事考課制度の運営・活用実態，

昭和49年
85 0.0249 

86 。.2505
87 0.2021 

図11 総合得点
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5) Y. Wind and T. L. Saaty: Marketing Applica 

tions of the Analytic Hierarchy Process， Manage-

ment Science， Vol. 26， No.7， pp. 641-658， 1980 

く，評定における恒常的誤差のうち，ハロー効果，近接

誤差，論理的誤差なと。の主たる評定エラーが発生するの

を可成り防ぐことができると思われる。

6) T. L. Saaty: A Scaling Method for Priorities in 

Hierarchical Structures， Journal of Mathemati-

cal Psychology 15， pp. 234-281， 1977 

7 )真鍋龍太郎意志決定の新手法AH P (Analytic 

Hierarchy Process， IEレビュ ， Vol. 26， No. 1， 

pp. 33-36， 1985 

実際の人事考課で用いられる評定項目を用い，実在の

人物について実験を行なった結果， AHPを人事考課へ

適用することの有効性が検証された。
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